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研究成果の概要（和文）：稲わら等有機物を施用した条件下では、水稲栽培へのバイオチャー施用はCH4発生量を増加
する可能性がある。一方でバイオチャー施用はN2O発生量を低下する傾向にあり、有機物の還元的分解によるCH4生成増
加とN2O生成低下が原因と考えられた。
圃場試験では稲の残さとバイオチャー施用で稲わらの還元的な分解が増加しCH4生成が増加した一方、N2Oは非栽培期の
土壌の好気的環境化で発生量が低下した。地球温暖化指数で評価すると、バイオチャー施用で2年間のGWPは慣行栽培の
約半分に低下し、この効果は20年程度継続することが示唆された。玄米の収量に対するバイオチャー施用の影響は明確
ではなく、悪影響も与えていなかった。

研究成果の概要（英文）：Application of biochar in rice paddy field tended to increase or decrease in CH4 
and N2O emissions due to acceleration of soil reduction condition by the biochar application.
Under the field condition, N2O emission decreased because of soil aeration by biochar application, while 
CH4 emission increased due to the anaerobic decomposition of rice straw by the combination of rice straw 
and biochar. Biochar application in rice paddy field made 2 year's Global Warming Potential half compared 
in conventional cultivation practice, and that effect potentially continue for 20 years. Because effects 
of biochar application on brown rice yield was not observed, biochar application will not influence on 
rice grain production.

研究分野： 土壌肥料学

キーワード： バイオチャー　メタン　一酸化二窒素　水田　GWP
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）農地へのバイオチャー（Biochar，バ
イオ炭）の施用は農作物の収量増加をもたら
すことが知られているが、同時に、地球温暖
化対策への観点からも農地へのバイオチャ
ーの施用は有効な土壌炭素隔離法の一つと
考えられる。 
（２）放置竹林が深刻な社会問題となってい
る最近において、バイオチャーの農業への利
用は廃棄物の有効利用という観点からも社
会的に貢献しうる。水稲栽培におけるバイオ
チャーの利用が地球温暖化に与える影響お
よび水田の炭素収支に加え、水稲の生育につ
いてこれまで明らかになっていない。 
 
２．研究の目的 
（１）バイオチャーの施用が水田における地
球温暖化を抑制する効果を明らかにする。 
（２）水稲生育環境の向上に効果的な施用技
術を確立する。 
 
３．研究の方法 
（１）バイオチャーの施用量が水稲栽培過程
で発生するメタン（CH4）の量および水稲生育
に与える影響について、バイオチャーの施用
量を変えた４処理区（0, 200, 400, 800 g/m2）
を設け、それぞれのポットから発生する CH4

と亜酸化窒素（N2O）の発生量をクローズドチ
ャンバー法を用いて調査した。また、水稲の
生育および収量についても調査を実施した。 
 
（２）有機物施用で増加する CH4 発生のバイ
オチャー施用による抑制効果について、有機
物の種類（稲わら 700 g/m2, レンゲ 156 g/m2, 
シロクローバー99.4 g/m2, ヘアリーベッチ
182 g/m2, 緑肥は 4 gN/m2 相当量）およびレ
ンゲとバイオチャーの組み合わせで次の 10
処理区を設け、CH4と N2O の発生量をクローズ
ドチャンバー法を用いて調査した。水稲の生
育および収量についても調査を実施した。 
・対照区（バイオチャー、有機物無施用）：C 
・バイオチャー区：B 
・稲わら区：R 
・バイオチャー+稲わら区：BR 
・レンゲ区：A 
・バイオチャー+レンゲ区：BA 
・バイオチャー+レンゲ 1/2 倍区：B1/2A 
・バイオチャー+レンゲ 2倍区：B2A 
 
（３）バイオチャーの施用が水田から発生す
る CH4、N2O、および水田の地球温暖化に及ぼ
す影響についての圃場試験 
① バイオチャー施用（200 g/m2）、②肥料の
種類の組み合わせにより、次の４処理区を設
け、CH4と N2O の発生量をクローズドチャンバ
ー法を用いて調査し、温室効果ガスの発生量
を CO2当量で換算した地球温暖化指数（GWP）
を算出した。また、水稲の生育および収量に
ついても調査を実施した。 
・秋春耕起-化学肥料区 

・秋春耕起-有機肥料区 
・秋春耕起-化学肥料-バイオチャー区 
・秋春耕起-有機肥料-バイオチャー区 
 
（４）バイオチャー施用による水田から発生
する CH4および N2O 発生へ与える効果の持続
性について対照区、バイオチャー施用経過区
（B経過区）、バイオチャー新施用区（新 B区）
の 3処理区を設け、CH4と N2O の発生量をクロ
ーズドチャンバー法を用いて調査する。 
 
４．研究成果 
（１）ポット試験において、水稲栽培期間中
の CH4 発生量はバイオチャーを加えると低下
する傾向が見られたが、異なる施用量の処理
区間では明確な差は見られなかった（図 1a）。
一方で、N2O の発生量は処理区間に明確な差
は見られなかった（図 1b）。CH4と N2O の発生
量はトレードオフの傾向が見られたことか
ら、バイオチャー施用により土壌の還元状態
が緩和され CH4 の生成が低下する一方、脱窒
による N2O の生成量が増加したと考えられた。
したがって、バイオチャーを施用すると水稲
栽培期の CH4 の発生量は低下するが、施用量
を多くしても CH4や N2O の発生量に与える影
響は小さいくなる可能性がある。玄米収量は
処理区間に明確な差はなく、ポット試験にお
いてはバイオチャーの施用は玄米収量に影
響を及ぼすものではなかった。 
なお、本試験の際、バイオチャーの土壌へ

の混合後すぐに灌水した場合にバイオチャ
ーがよく沈降せず、十分にバイオチャーと土
壌が混和するには時間を要した。したがって、
バイオチャーの施用時期が遅れるほどバイ
オチャーが失われやすく、バイオチャー施用
時期は水稲収穫後早い内に施用するのが適
切と考えられた。 
 

図１.ポット試験におけるバイオチャー無施
用区（0）、200g 区（200）、400g 区（400）、
800g 区(800)の CH4(a)および N2O(b)発生量 
 
（２）ポット試験において、水稲栽培期のバ
イオチャーのみの施用は CH4 発生に影響しな
かったが、一方で有機物とバイオチャーの組
み合わせでは CH4 発生量が増加する傾向があ
った（図 2a）。稲わらとバイオチャーの組み
合わせは CH4発生量が約 1.1 倍に増加し、レ
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ンゲとバイオチャーの組み合わせは約3.5倍
であった。また（１）の結果と同様バイオチ
ャーの施用量は CH4 発生に明確な影響は確認
されなかった。N2O については、有機物の施
用の有無や種類に関わらずバイオチャー施
用により増加する傾向が見られた（図 2b）。
バイオチャーの土壌への施用は土壌中の微
生物を活性化するとされるため、本研究にお
いてはバイオチャーの施用で施用有機物の
分解が活発となり CH4や N2O 生成・発生量が
増加したと考えられた。 
 

図２.ポット試験における対照区(C)、バイオ
チャー区(B)、稲わら区(R)、バイオチャー+
稲わら区(BR)、レンゲ区(A)、バイオチャー+
レンゲ区(BA)、バイオチャー+レンゲ 1/2 倍
区(B1/2A)、バイオチャー+レンゲ2倍区(B2A)
の CH4(a)および N2O(b)発生量 
 
（３）① 化学肥料を使用した栽培条件にお
いて、年間の CH4 発生量はバイオチャー施用
により統計的に有意ではないが平均約 6%増
加した（表 1）。特に水稲の生育前期にバイオ
チャー施用区で CH4 フラックスが高い傾向が
見られたことから、前作の稲わらの還元的な
分解による CH4 生成をバイオチャーが促進し
たと考えられた。このことは（２）において
バイオチャーと有機物施用の組み合わせに
より CH4 発生量が増加した結果と一致する。
一方で、N2O の発生量はバイオチャー施用に
より有意に低下し、放出から吸収に変わった。
特に非栽培期（冬期）に N2O フラックスが低
下し、バイオチャー施用による土壌物理的
（好気的環境）および化学的（アルカリ化）
が非栽培期の N2O 発生を抑制していた。 
 
表１．圃場試験における化学肥料施用の場合
の対照区（C）とバイオチャー施用区（B）区
の CH4および N2O 発生量 

② 有機肥料を用いた栽培条件において、
年間の CH4 発生量はバイオチャー施用により
統計的に有意ではないが平均約 8%増加した。
①の結果と同様、特に水稲栽培期の CH4 発生
量が増加しており、前作の稲わらに加え施用
した有機肥料の還元的な分解による CH4 生成
をバイオチャーが促進したと考えられた。N2O
発生量に有意差はないが、バイオチャー施用
により年間発生量が低下した。これは、有機
肥料施用により土壌がより還元化したこと
で、脱窒過程において N2O から N2への反応が
進んだためと考えられた。 
 

表２．圃場試験における有機肥料施用の場合
の対照区（C）とバイオチャー施用区（B）区
の CH4および N2O 発生量 

 
② 化学肥料を使用した栽培条件において、
各温室効果ガス発生および炭素ロス・蓄積を
CO2当量に換算した GWP の 2 年間の合計値は、
バイオチャーを加えることで約半分に低下
した（表３）。このことは水田から発生する 2
年間の正味の温室効果ガスがバイオチャー
を施用することで約半分になることを意味
する。バイオチャーの施用によりわずかにCH4

発生量が増加したが、一方で稲の生長が増加
した事による残さ由来の炭素インプットが
増加し、さらにバイオチャーの炭素インプッ
トが GWP の低下に貢献していた。 
③ バイオチャー施用区でバイオチャーの施
用により増加した 2 年間の平均 CH4発生量と
土 壌 有 機 物 分 解 量 は そ れ ぞ れ 500 
kgCO2eq/ha/yr と 423 kgCO2eq/ha/yr である。
一方で残さ炭素インプットの増加分の平均
は-658 kgCO2eq/ha/yr で、これらの差し引き
は正味 GWP が 264 kgCO2eq/ha/yr の増加とな
る。この値はバイオチャー炭素インプットの
約 1/22 であることから、水田において 1 回
のバイオチャー施用（200 g/m2）による地球
温暖化の抑制効果は 20 年程度継続すると考
えられた。 
 
表３．圃場試験における化学肥料施用の場合
の対照区（C）とバイオチャー施用区（B）区
の GWP（MgCO2eq/ha/2yr）。正の値は温暖化促
進、負の値は緩和を意味する。 

 Treatment 
 C B 

Soil organic matter 
decomposition 

30.1 31.0 

CH4 emission 15.8 16.8 
N2O emission 0.12 -0.04 

Biochar C 0 -5.90 
Plant residue C -35.0 -36.3 

Total 11.1 5.53 

Year 
Treat- 
ment 

CH4 
emission 
(kgC/ha) 

N2O 
emission 
(gN/ha) 

2012- 
  2013 

C 220 122 
B 243 -27 

2013- 
  2014 

C 128 146 
B 127 -47 

Average 
C 174 134 
B 185 -37 

Year 
Treat- 
ment 

CH4 
emission 
(kgC/ha) 

N2O 
emission 
(gN/ha) 

2012- 
  2013 

C 238 0.38 
B 256 0.12 
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玄米収量については、化学肥料を使用した
栽培条件では対照区が 376 kg/10a であった
のに対しバイオチャー施用区が 387 kg/10a
であり、両処理区に有意差はなかった（2012
と 2013 年度の 2年間の平均）。また、有機肥
料を使用した栽培条件では対照区が 424 
kg/10a であったのに対し、バイオチャー施用
区が 408 kg/10a であり、両処理区に有意差
はなかった（2013 年度のみ）。実際の圃場条
件下において、バイオチャーの施用は玄米収
量に対し明確な効果は見られないが悪影響
も与えなかった。 
 
（４）① 2015 年のバイオチャー施用区の CH4

発生量は B 経過区で 255 kgC/ha であったの
に対し、新 B 区で 260 kgC/ha となり、両処
理区に差はなかった。このことから、バイオ
チャーの施用後3年が経過した状態において
も CH4 発生に与える効果は継続していると考
えられた。ただし、圃場試験においてはバイ
オチャー施用で CH4 発生量が増加する傾向が
あることから、バイオチャーを施用した場合
水田からの CH4 発生を長期的に増加させるこ
とが懸念される。一方で、バイオチャー施用
区の N2O 発生量は新 B 区の発生量が B 経過区
の約 47%であり、バイオチャー施用による N2O
発生抑制の効果は年を経る毎に低下してい
く可能性が示された。しかしながら（３）で
示されたように GWP に占める N2O の寄与はほ
とんど無視されるため、バイオチャー施用に
よる N2O 抑制の効果は水田の地球温暖化に与
える影響についてほとんど寄与しないと考
えられた。 
② 2015年は対照区のCH4発生量に対し2つの
バイオチャー施用区で約 1.3 倍高かった。こ
の差は B経過区および新 B区で水稲移植から
中干開始前の期間に CH4 フラックスが高かっ
たことに起因していた。移植から中干開始ま
での CH4 発生は主に施用した稲わらに起因す
る。稲わら施用量に対する CH4 発生量の比
（CH4/RS）は対照区が 0.049 であったのに対
し、B 経過区および新 B 区でそれぞれ 0.065
および 0.068 であり、2015 年度ではバイオチ
ャーが水稲生育前期の稲わら施用に由来す
る CH4 発生を助長したと考えられた。対照区
と B経過区の 3年間の水稲栽培前期の気象要
因と CH4/RS との関係では、気温と CH4/RS と
の相関はなかった。一方でその期間の積算降
水量と CH4/RS とに指数的な相関関係があり、
降水量増加に伴うCH4/RS上昇程度はB経過区
が対照区よりも大きかった。このことは、降
水量の増加に特に影響を受けると考えられ
る要因（特に土壌の還元状態）がバイオチャ
ーの施用により CH4 発生に適した環境の形成
に寄与したと考えられる。具体的な要因につ
いては特定できておらず今後の研究課題だ
が、今後要因を特定できれば将来の気候変動
に伴ってバイオチャーの施用が水田からの
CH4 発生に与える影響について予測と対処方
法を提案できると考えられる。 

図２.圃場試験における対照区(C)、バイオチ
ャー施用経過区（B経過区）、バイオチャー新
施用区(新 B区)の CH4(a)およびN2O(b)発生量 
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